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□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 簡易専用水道の法定検査未受検施設の受検指導及び不適事項の改善指導について、

より効果的な指導方法を検討する必要があります。
小規模貯水槽水道の衛生管理に係る啓発について、関係機関と連携し、具体的な啓発
方法を検討する必要があります。
事業費について、定期的に府内中核市や北摂各市の類似事業と比較・分析する必要が
あります。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
専用水道・簡易専用水道
等衛生管理指導事業

環境保全課
水道法等に基づく届出の審査や施設の立入検査等により施設及び
水質の適正な管理に関し、助言・指導を行う。

事業全体が法定
事務

（千円）

467
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・中核市移行に伴い、大阪府から移譲を受ける予定である動物愛護業務ととも
に、一体的かつ効率的な行政サービスを提供するため、マニュアル等を作成
する必要がある。
・今後も広く補助制度利用を促すため、効率的な補助について考える必要が
ある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
飼い猫等避妊・去勢手術

補助事業
地域環境課

市民に飼い猫等の避妊・去勢手術を促すため、手術経費補助として
飼い猫１匹につき２，５００円、野良猫１匹につき５，０００円(１世帯に
つき２匹まで)を交付します。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

990
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・墓地という特性上、高い公益性と管理の永続性が求められる。
・墓地の承継手続が行われていない区画があるため、使用者の確認を積極的
に行うなど、引き続き墓地を適正管理し、公衆衛生を確保する必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 市有墓地管理事業 地域環境課
市有墓地の使用許可など墓籍管理・墓地光熱水費の負担・墓地除草
剪定・修繕整備などを行います。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

10,607
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・相談内容の多くが相隣問題であり、行政の関わり方が困難
・相続問題など社会的背景に深く結びついており、根本的な解決に直接は至っ
ていない
・有効な手法や基準等がなく、法整備等が求められつつある

平成 30 年度

継続

実施区分

③ 空地管理事業 地域環境課
空地が良好に管理されず生活環境に著しい支障を及ぼしている場合
に、空地の所有者等に対し適正に管理されるよう指導を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・民地で発生した害虫等について、迅速な対応が期待できないため苦慮してい
る。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 衛生害虫等駆除事業 地域環境課
市内の市有公共施設等で発生するハエ、蚊、ゴキブリ等の衛生害
虫、ユスリカ等の不快害虫、毒毛虫やセアカゴケグモ等の危険害虫、
ねずみ族等の駆除及び蜂の巣の除去を行います。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

9,965
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・事業実績がないことから、特に課題は見当たらないが、今後も感染症発生時
の緊急対応として必要である。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 感染症予防事業 地域環境課
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づ
く法定受託事務であり、大阪府知事から指示された感染症の発生場
所及び二次感染の恐れがある場所を消毒します。

事業全体が法定
事務

（千円）

0
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

513 施策 安全で健康な生活環境の保全と自然共生の推進

地域環境衛生事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 平成３０年度

1


